
物品売払い単価契約書（案） 

 

１ 品名、単位及び予定数量等 

品 名 等 伊達橋撤去部材（鋼材）一式 

単  位  １ｔ（トン） 

予定数量  ５０２．４１ｔ 

 

２ 契 約 単 価  ￥                   （１ｔあたり） 

(契約単価には、取引に係る消費税及び地方消費税は含まない。) 

３ 契約保証金 ￥              

４ 引 取 場 所 福島県伊達市梁川町青葉町５番地 スクラップヤード内 

５ 引 取 期 限 契約締結後３０日以内 

 
上記物品の売払について売主「福島県」を甲とし、買主「        」を乙として次の条

項に定めるところにより契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 乙は、別紙工事発生品仕様書及び現況位置図等に基づき、頭書の期限内に頭書の物品

（以下「売払い物品」という。）を頭書の場所において引取るものとする。 

（契約保証金） 

第２条 乙は、本契約締結と同時に、頭書の契約保証金を甲に納入しなければならない。 

２ 前項の契約保証金は、第１４条に定める損害賠償の額、又はその一部としないものとする。 

３ 甲は、乙が本契約に定める義務を履行したときには、乙の請求により遅滞なく第１項の契約保

証金を乙に還付するものとする。ただし、乙の申し出により契約保証金を売払代金に充当する

ことができる。 

４ 前項の場合、第１項の契約保証金には利息を付さないものとする。 

５ 乙が本契約に定める義務を履行しないとき、又は第８条により甲が解除権を行使したときは、

第１項の契約保証金は、甲に帰属するものとする。 

（売払い物品の仮引渡し） 

第３条 売払い物品の引渡しは、乙が売払代金を全額納付したあとに行う。 

２ 甲は、売買契約締結後、甲乙立ち会いのもと売払い物品の仮渡しを行い、乙は甲に売払い物品

の預り証を提出する。 

３ 乙は、売払い物品を搬出し重量計量を行い、全数量の計量を終えた後、甲に計量伝票又は計量

証明書とともに搬出終了書を提出する。 

４ 甲は、搬出の進捗状況について随時に乙に報告を求めることができるものとする。 

５ 売払い物品の搬出に要する費用は乙の負担とする。  

（売払代金の納入通知） 



第４条  甲は、乙から提出された計量伝票又は計量証明書及び搬出終了書に基づき、搬出された

売払い物品の重量を決定し、この重量に契約単価を乗じて売払代金を算定する。 

２ 甲は、第２条第３項但し書きによる乙からの申し出の有無に基づき、乙が納入すべき売払代

金を決定し、乙に納入通知書を送付する。 

（売払代金の支払及び遅延利息） 

第５条  乙は、売払代金を甲の発行する納入通知書により、その納期限までに甲に支払うものと

する。 

２ 乙は、前項の納期限までに売払代金を甲に支払わないときは、その翌日から支払の日までの日

数に応じ、年2.5％の割合で計算した遅延利息を甲に支払うものとする。ただし、当該額に100 

円未満の端数があるとき、又はその全額が100 円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てるものとする。 

（所有権の移転） 

第６条 売払い物品の所有権は、乙が売払代金を甲に支払ったときに甲から乙に移転するものと

する。 

（売払い物品の引渡し） 

第７条 売払い物品の乙への引渡しは、乙が支払った売却代金が県の収入となったときに引き渡

されたものとみなす。 

２ 乙は、甲の指示により、ただちに受領書を甲に提出するものとする。 

（契約不適合責任） 

第８条 甲は、売払い物品に乙の権利に損害を及ぼす又はそのおそれのある種類・品質又は数量

に関して契約内容に適合しない場合があっても、その責を負わないものとする。 

（危険負担等） 

第９条 乙は、本契約締結のときから売払い物品の引渡しのときまでにおいて、当該売払い物品

が甲の責に帰することのできない事由により、滅失又はき損した場合には、甲に対して売払代

金の全部又は一部の支払を拒絶することができ、本契約の全部を解除できるものとする。 

（契約の解除） 

第10条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、本契約を解除することができるものとす

る。 

(1） 乙が引取期限までに売払い物品を引き取らないとき。 

(2） 前号に掲げる場合のほか、乙がこの契約条項に違反したとき。 

(3) 乙が解除を申し出たとき。 

(4) 乙又はその代理人若しくは使用人等に不正の行為があったとき。 

(5) 乙が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（個人である場合はその者その他経営に実質的に関与している者、法人である場合

は役員又は支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与して

いる者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第77 号）第２条第２号に規定する暴力団（以下この条において「暴

力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」と

いう。）であると認められるとき。 



イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に使用していると認め

られるとき。 

(6) 乙が暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者若しくは社会的非

難関係者（福島県暴力団排除条例施行規則（平成23 年福島県公安委員会規則第５号）第４条

各号に該当する者）に契約代金債権を譲渡したとき。 

（返還及び原状回復） 

第11条 乙は、甲が前条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに売払い

物品を原状に回復して返還するものとする。ただし、甲が原状に回復させることが適当でない

と認めたときは、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書の場合において売払い物品が滅失又はき損しているときは、契約解除時の

時価により、減損額に相当する金額を甲に支払うものとする。 

（返還金及び利息） 

第12条 甲は、前条の規定により売払い物品が返還されたときは、収納済の売払代金を乙に返還

するものとする。ただし、この場合利息は付さないものとする。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第13条 乙は、第８条の規定により甲が解除権を行使したときは、乙が売払い物品に投じた改良

費等の有益費、修繕費等の必要費その他の費用があってもこれを甲に請求しないものとする。 

（損害賠償） 

第14条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため、甲に損害を与えたときは、その損害に相

当する金額を損害賠償として、甲に支払わなければならない。 

（契約の費用） 

第15条 乙は、本契約に要する費用を負担しなければならない。 

（疑義の決定） 

第16条 本契約について疑義等が生じたとき、又は本契約に定めのない事項で約定する必要が生

じたときは、甲乙協議のうえ別に定めるものとする。 

（管轄裁判所） 

第17条 本契約について紛争が生じたときは、甲の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とする。 

上記契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自その１通を

保有するものとする。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年  月  日 

甲 住 所 福島県福島市杉妻町２番地１６号 

氏 名 福島県 

福島県県北建設事務所長 吉田 伸明  印 

 

乙 住 所 

氏 名                     印 

 



別紙 

 

 

 

工事発生品仕様書 

区分 種類 品目 規格 数量 単位 

A 鋼材 

伊達橋撤去部材 

最大延長７．２５ｍ 

SS41、SM50 他 446.75 ｔ（トン） 

B 鋼材 

伊達橋撤去部材 伸縮部材、 

ガードパイプ、支承 他 

ガードパイプ 

(L=2m)他 

55.66 ｔ（トン） 

      数量合計 502.41 ｔ（トン） 

      

※仕様書記載内容は、国から引き渡された発生品引渡通知内容に基づく。 


